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1．一週間に10回以上 2．一週間に5～9回 3．一週間に2～4回 4．一週間に1回































サンプル数 1676 平均年齢 58.0歳 

















































  表２ WTPの提示額に対する「賛成」,「反対」の回答割合 









323     42       49         32       0       446 
(72.4%)    (9.4%)     (11.0%)      (7.2%)    (0.0%)  (100.0%) 
243       55       79         29       0      406 
(59.9%)    (13.5%)    (19.5%)      (7.1%)    (0.0%)   (100.0%) 
221       63       80         39       0        403 
(54.8%)    (15.6%)    (19.9%)      (9.7%)    (0.0%)  (100.0%) 
205      105        77         34       0      421 
(48.7%)    (24.9%)    (18.3%)      (8.1%)    (0.0%)  (100.0%) 
計 
992      265       285        134        0       1676 
(59.2%)   (15.8%)    (17.0%)      (8.0%)    (0.0%) (100.0%) 
  
 11
そこで,ランダム効用モデル (Hanemann [1984],Hanemann & Kanninen [1996])
を用いてWTPに関するロジット分析を行う. 
回答者の間接効用関数を次式のように設定する. 
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定数項 
提示額 
LRT   
TRAM    
WALK   
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,∆ , は の累積密度関数
ジスティック分布に従うと仮定する.また,
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W∆ は下記のように特定化15)





 Coef.       Std.Er.  t-ratio      P-value 
 2.55882  0.524188 4.88149      1.05286e-006 
-0.906545 0.13056     -6.94349     3.82538e-012 
   0.458146 0.162257 2.82359      0.0047489 
 0.663862 0.176024 3.77142       0.000162319 
  -0.513121 0.163053      -3.14696    0.0016498 
   0.184995 0.0505621 3.65877       0.00253432 
   -0.759489 0.152297    -4.9869      6.13548e-07 
hood function    -556.8249    
fobservations    1193     
6.8 

























LRT ＝１・・  前からLRTについて知っている 
＝０・・・ LRTについて知らなかった 
TRAM＝１・・  普段岡山市内で路面電車で移動する 
＝０・・・ 普段岡山市内で路面電車で移動しない 
WALK＝１・・  普段岡山市内で徒歩で移動する 
＝０・・・ 普段岡山市内で徒歩で移動しない 
AGE ＝１・・  10代,60,70代 
＝０・・・ 20～50代 
Live＝１・・  岡山市内在住 
＝０・・・ 岡山市外在住 













































         表５ 提示した運賃,需要および回答者数との関係 
乗車      運賃（円） 
回数    回答者数 110 130 150 160 180 総計 
1週間に10回以上 2 4 5 2 2 15 
1週間に5～9回 4 7 6 6 3 26 
1週間に2～4回 32 15 30 25 28 130 
1週間に1回 32 33 25 21 17 128 
1ヶ月に2回 45 39 27 32 33 176 
1ヶ月に１回 52 55 51 63 49 270 
1年に1回 46 67 44 46 52 25 
利用しない 63 56 68 77 80 34 
その他 43 34 49 34 31 191 
無効回答 32 33 18 27 30 139 



















iiii uDPQ 1111111 +++= γβα                （５） 
iiii uDPQ 2222222 +++= γβα               （６） 
































  表６  第１段階(プロビット)による推定結果 
         Coeff.      Std.Err.      t-ratio   P-value 
定数項   0.9022235459      0.26694975       3.380     0.007 
  運賃    -0.4062994641E-02   0.16626094E-02   -2.444    0.0145 
   BUS      0.247535981      0.95547748E-01    2.591     0.0096 
   TRAM      0.837926057      0.11718285      7.151     0.000 
   AGE      0.1790710882      0.86755293E-01    2.064     0.0390 
   JR       0.423361397      0.11602252      3.649     0.003 
   LIVE     -0.1919780387      0.85027322E-01   -2.258     0.0240 
   INCOME   0.3396379923E-03    0.13191275E-03    2.575     0.0100 
    
         表７  第2段階(トー ビット)による推定結果 
        Coef       Std.Er.      t-ratio    P-value 
   定数項     18.07623239     19.737423      0.916     0.3598 
   運賃     0.10791935     0.1164067    0.927     0.3539 
   COMMUTE    46.3417000     5.4684973      8.474     0.0000 
 CAR    -22.37889769     5.5548683      -4.029      0.001 
   BICYCLE    14.20988693     6.2395603      2.277     0.0228 
   GENDER     18.21866716     7.4920390      2.432     0.0150 
   SIGMA(1)   81.14071267     1.4402599      56.38     0.0000 
Log likelihood function    -6599.153    




                 表８ ダミー変数一覧表（Ⅱ） 
  BUS ＝１・・・・・普段岡山市内でバスで移動する 
＝０・・・・・普段岡山市内でバスで移動しない 
JR  ＝１・・ ・・普段岡山市内でJRで移動する 
＝０・・・・・普段岡山市内でJRで移動しない 
CAR ＝1・・・・・ 普段岡山市内で自家用車で移動する 
＝０・・・・・普段岡山市内で自家用車で移動しない 




GENDER  ＝１・・・男性 
＝０・・・女性 


































             表９ 事業費一覧               [千円] 
項目 金額 割合 
土木工事費 1,489,645 27.52% 
電気・信号費  792,650 14.64% 
車両関連費 1,039,000 19.19% 
道路事業費 25) 1,40,00 25.86% 
固定資産税 26)  692,472 12.79% 
合計 5,413,767 10% 
年間運行経費 174,142 88.70% 
年間事務経費 22,182 11.30% 
合計 196,324 10.00% 


























































































































                                                                                  
* 大阪大学大学院国際公共政策研究科 教授 
† 大阪大学大学院国際公共政策研究科 助手 
‡ 大阪大学大学院国際公共政策研究科 博士後期課程 
1) 路面電車を例にすると,人kmに要するエネルギーは,自動車のそれの１/６である. 











































































が乏しいことが,次第に,明らかになってきている.Banister & Berechman [2000],[2001]を
参照. 
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